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検討対象物質選定スキームとその後の進め方について（長期影響）

母集団の設定

有害性（長期影響）によるスコア付け

暴露ポテンシャルによるスコア付け

総合評価

詳細評価

詳細評価の結果に基づき議論

検討対象物質（長期影響）の選定

詳細評価に向けた予備調査

検
討
対
象
物
質
選
定
ス
キ
ー
ム

家庭用品規制法に
おける基準設定

業界団体等の
自主基準

製品設計に
よる暴露低減

多様なリスク管理方法

評価終了

分析法開発、実態調査（国内流通品の分析、国内外での使用実態に関する詳細調
査等）、暴露評価、暴露経路に応じた有害性評価値設定等

①有害性情報の根拠と暴露ポテンシャルの根拠の整合性確認
②国内外での規制状況、使用状況等の情報収集

※保健衛生上、緊急を要すると認められる場合等においては、本スキームによらず基準設定をすることがある。

＊ただし、有害性情報の更新、
暴露情報の変更（例：新規用途、

使用量増加等）により、必要に応
じて、再評価の可能性あり

：家庭用品安全対策調査会で議論するステップ

※検討対象物質は、あくまで今後詳細評価を行う物質であり、規制予定物

質ではない。

様々な家庭用品に使用されている物質の場合

は、１つの物質に対してリスク管理方法が複

数あることもある。
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（令和６年度第２回家庭用品調査会資料１－１より抜粋）



詳細評価対象物質（長期影響）

CAS RN®
（例）※１ 名称

本スキームでのスコア※２

有害性スコア
暴露ポテンシャル

スコア

75-21-8 オキシラン（別名：酸化エチレン、エチレンオキシド） ４ ２

85-44-9 イソベンゾフラン-1,3-ジオン（別名：無水フタル酸） ４ ２

91-22-5 キノリン ４ ２

822-06-0 1,6-ジイソシアナトヘキサン ４ ４

7553-56-2 二ヨウ素 ３ ４

11070-44-3
メチルテトラヒドロイソベンゾフラン-1,3-ジオン
（別名：メチルテトラヒドロ無水フタル酸）

４ ２

26471-62-5 メチル-1,3-フェニレン=ジイソシアネート ４ ２

27083-27-8 ポリヘキサメチレンビグアナイド ３ ４

68359-37-5
シアノ（4-フルオロ-3-フェノキシフェニル）メチル＝3-（2,2-ジクロロビ
ニル）-2,2-ジメチルシクロプロパン-1-カルボキシラート（別名：シフル
トリン）

３ ４

※１ここで示すCAS RN® は例示であり、同じ物質名称で複数のCAS RN®が存在する場合がある。

※２ 本スキームでのスコア付けの結果は上記のとおりだが、詳細評価の結果、別の暴露経路のリスクの方が高いことが判明する可能性もある。
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（令和６年度第１回家庭用品安全対策調査会資料２より抜粋）



検討対象物質選定スキームとその後の進め方について（短期影響）

※保健衛生上、緊急を要すると認められる場合等においては、本スキームによらず基準設定をすることがある。

母集団の設定

有害性（短期影響）によるスコア付け

暴露ポテンシャルによるスコア付け

総合評価

詳細評価

詳細評価の結果に基づき議論

検討対象物質（短期影響）の選定

詳細評価に向けた予備調査

検
討
対
象
物
質
選
定
ス
キ
ー
ム

業界団体等の
自主基準

製品設計に
よる暴露低減

多様なリスク管理方法
：家庭用品安全対策調査会で議論するステップ

成分の表示や
注意喚起表示

①有害性情報の根拠と暴露ポテンシャルの根拠の整合性確認
②国内外での規制状況、使用状況等の情報収集
③（皮膚感作性について）臨床情報の確認

特に、皮膚感作性については、

• いくつかの定量的評価法が開発され適用され始めているが、対
象とされている物質や製品の適用範囲は限られている

• 海外で規制された感作性物質は、動物実験等に基づく感作性ポ
テンシャルだけではなく、臨床情報を考慮している

という課題があることから、令和６年度から厚労科研においてこ
れらの情報を整理し、どのような場合にどのようなリスク管理方
法が考えられるか整理を行う。

臨床情報を考慮する場合は、予備調査で考慮することが想定され
る。

分析法開発、実態調査（国内流通品の分析、国内外での使用実態に関する詳細調査
等）、暴露評価、暴露経路に応じた有害性評価値設定等

※検討対象物質は、あくまで

今後詳細評価を行う物質であ

り、規制予定物質ではない。

家庭用品規制法に
おける基準設定

評価終了

＊ただし、有害性情報の更新、
暴露情報の変更（例：新規用途、

使用量増加等）により、必要に応
じて、再評価の可能性あり

様々な家庭用品に使用されている物質の場合

は、１つの物質に対してリスク管理方法が複

数あることもある。
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（令和６年度第２回家庭用品調査会資料１－１より抜粋）



検討対象物質選定スキームに関する対応状況について
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長期影響について
・詳細評価対象物質に関する詳細評価を実施
→令和７年度より厚生労働行政推進調査事業費補助金 健康安全確保総合研究分野 化学物質リスク研

究において、分析法開発、実態調査（国内流通品の調査）、有害性情報の収集等を実施

対象物質は、家庭用品への使用状況等を踏まえ、オキシラン、キノリン、二ヨウ素、ポリヘキサメチレン
ビグアナイドとされた。

短期影響について
・感作性物質のリスク管理方法に関する情報収集
→令和６年度第１回家庭用品安全対策調査会で取りまとめた、「家庭用品の化学的安全性確保に向けた

検討対象物質選定スキームとその後の進め方に関する考え方」において、「短期影響については早期
把握が可能であり、適時的確な手段による対応が期待されることから、まずは事業者の自律的な取組
の推進（業界団体等の自主基準、製品設計による暴露低減、成分の表示や注意喚起表示等）を含むリ
スク管理方法の整理等を行い、その上で、本スキームの適用のあり方を含め、家庭用品による事故の
未然防止に向けて取るべき対応を整理する。」こととされていた。

→令和６年度より厚生労働行政推進調査事業費補助金 健康安全確保総合研究分野 化学物質リスク研

究において、「感作性物質の定量的リスク評価法並びにリスク管理手法に関する研究」を実施（資料１
－２）
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